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新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

① 業務の適正を確保するための体制

当社は、2013年６月24日開催の取締役会において、業務の適正を確保するた

めの体制の整備に関する基本方針（「内部統制システム構築の基本方針」）を

決定しており、2018年７月19日開催の取締役会にて一部改定いたしました。

改定後の当該基本方針の内容は以下のとおりであります。

イ. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

(a) 取締役会は、法令・定款・取締役会規程等に基づき、経営に関する重要事項

を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する。

(b) 監査等委員会は、法令が定める権限を行使するとともに、監査等委員会監査

基準等に基づき取締役の職務の執行を監査する。

(c) 役職員は、倫理規程に基づき、法令・定款を遵守した行動を取る。

(d) 業務遂行にあたり、コンプライアンス体制の推進、維持について、リスク・

コンプライアンス管理規程に則り、リスク・コンプライアンス委員会を設置

し、全社のコンプライアンスの取り組みを横断的に統括する。

(e) 内部監査室は代表取締役社長の直轄として設置され、内部監査規程に基づ

き、独立した組織的立場において、定期的に内部統制システムの運用状況に

ついて内部監査を行い、改善が必要な事例については、その解決のために指

導を行う。

(f) 当社グループは、内部通報者保護の観点から、役職員が社内において法令違

反行為が行われ、または行われようとしていることを知りえた場合には、通

報しやすい窓口として内部通報制度を整備するとともに、通報者に対して

は、不利益な取り扱いが行われない体制を確保する。

(g) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方として、当社は市民社会の秩序や

安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、これらとかかわり

のある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わない旨を倫理規程に定め、

周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、

事実の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全

体として速やかに対処できる体制を構築する。

ロ. 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

機密文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的

媒体（以下、文書等という。）に記録し、保存する。取締役及び各監査等委員

及び監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、常時これらの文書等を閲覧で
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きるものとする。文書等の保管期間及び保管場所は、機密文書管理規程に定め

るところによる。

ハ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク・コンプライアンス管理規程に従い、リスク管理体制を明確にすると

ともに、内部監査室が部署毎のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的

に取締役会に報告する。当社グループの特性上重要度の高いリスクである一定

額以上の不動産投資案件については、投融資委員会において、総合的な判断で

管理する。組織横断的リスク状況の監視ならびに全社的対応はコーポレートサ

ービス部門がこれを行う。

ニ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催すること

で、迅速かつ適切な意思決定を行う体制を整備する。執行役員制度の導入によ

り、取締役が経営上の判断業務に専念できる体制とし、取締役の職務執行の効

率性を確保するとともに、経営環境の変化に迅速に対応した意思決定を行える

ように、取締役会専決事項を含む重要な事項を審議する機関として週１回定時

でユニットリーダー会議を開催する。

取締役会の決定に基づく業務執行については、取締役会規程、職務権限規

程、職務分掌規程等の関連諸規定を定め、権限と責任を明確化する。

以下の経営管理システムにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

(a) 取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、

この目的に基づく３年を期間とする中期事業計画を策定する。

(b) 取締役会は、中期事業計画に基づき、毎期事業部毎の業績目標と予算を作成

する。設備投資、新規事業等については、原則として、中期事業計画の目標

達成への貢献を基準に、その優先順位を決定する。同時に各事業部への効率

的な人的資源の配分を行う。

(c) 各事業部を担当する執行役員は、各事業部が実施すべき具体的な施策及び権

限分配を含めた効率的な業務執行体制を決定する。

(d) 前項の決定にあたり、職務分掌規程、職務権限規程及び稟議規程との整合性

に留意し、必要に応じ取締役会承認のもと上記規程を改定する。

(e) 月次の業績は、ＩＴを積極的に活用したシステムにより月次ベースで迅速に

管理会計としてデータ化し、取締役及び取締役会に報告する。

(f) 取締役会は、毎月この結果をレビューし、目標未達の場合は、その要因を排

除・低減する改善策を報告させる。
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(g) 前項の議論を踏まえ、各事業部を担当する執行役員は、各事業部が実施すべ

き具体的な施策及び権限分配を含めた効率的な業務執行体制を改善する。

ホ. 子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は関係会社管理規程に基づき、子会社の経営管理に必要な資料の提出を

求め、経営状況と財務状況を把握し、必要と認めた事項については取締役会に

おいて報告する。

へ. 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) 当社はリスク・コンプライアンス管理規程に基づき、リスク・コンプライア

ンス委員会を定期的に開催し、当社グループ全体のリスク管理を行う。

(b) 内部監査室は、当社グループの内部監査を実施し、その結果を取締役会に報

告し、必要に応じて内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

ト. 当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制、当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

当社は関係会社管理規程に基づき、当社グループ全体の事業特性を踏まえた

管理等を効率的に行うとともに、当社グループの適正な業務運営のための管理

体制及びリスク・コンプライアンス管理体制の整備を支援する。

チ. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項ならびにそ

の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）から

の独立性に関する事項

監査等委員会の職務は、内部監査室の使用人がこれを補助し、当該使用人の

任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査等委員会の事前同意を得るこ

とにより、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保す

る。

リ. 監査等委員会による監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会より監査職務の遂行に必要な指示を受けた内部監査室は、その

指示に関して、監査等委員会のみからの指示に基づいて行い、当該指示された

業務に関して監査等委員である取締役以外の取締役の指揮・命令を受けないも

のとし、これにより監査等委員会の指示の実効性を確保する。
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ヌ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報

告するための体制

取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法定の事項に加

えて、会社に著しい損害を及ぼす事実があることを発見したときには、監査等

委員会に報告する。

ル. 子会社の取締役等または取締役等から報告を受けた者が当社の監査等委員会

に報告するための体制

子会社の取締役等は、子会社の監査役から報告を求められた事項について速

やかに子会社の監査役及び監査役会に報告するとともに、当社の子会社担当部

署に報告する。

当社の子会社担当部署は、子会社の取締役または使用人から法令及び規程に

定められた事項のほか、子会社の監査役から報告を求められた事項について報

告を受けた場合には、速やかに監査等委員会にその内容を報告する。

ヲ. 前２項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを

受けないことを確保するための体制

前２項の報告をした者が、当該報告を理由として、人事上その他一切の点

で、当社及び子会社から不利益な取り扱いが行われないことを当社及び子会社

の社内規程に明記する。

ワ. 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限

る。）について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執

行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関する

ものに限る。）について生ずる費用の前払いまたは支出した費用等の償還、負

担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査等委員の職務の執行に

ついて生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じる。

カ. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会による各事業部を担当する執行役員及び重要な使用人からの個

別ヒアリングの機会を必要に応じて設けるとともに、代表取締役社長、監査法

人及び内部監査室それぞれの間で定期的に意見交換会を実施し、監査の実効性

を確保できる体制とする。
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② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況は以下のとおりであります。

イ. 子会社管理

関係会社管理規程に基づき、子会社の事業運営に関する重要な事項について

適宜情報交換、協議するなど、子会社の管理・支援の強化に取り組みました。

ロ. コンプライアンス

当社グループの全役職員を対象とした研修を実施し、コンプライアンス意識

の向上に取り組みました。

ハ. リスクマネジメント

リスク・コンプライアンス委員会を定期的に開催し、当社グループのリスク

マネジメントに関する課題・対応策について検討いたしました。

ニ. 内部監査

内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を実

施いたしました。

監査等委員会、会計監査人及び内部監査室は定期的な会合を持ち、情報の交

換を行っております。

ホ. 財務報告に係る内部統制

財務報告に係る内部統制の有効性について評価を行いました。

へ. 監査等委員会の活動状況

当社は、2015年10月29日付で監査等委員会設置会社へ移行しております。当

事業年度において、監査等委員会を14回開催し、法定事項のほか、当社グルー

プ全体の監査・ガバナンス等に関する重要事項につき、審議・協議・決定する

とともに必要な情報交換を行いました。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1 連結の範囲に関する事項

（1)連結子会社の状況

 連結子会社の数 10社

 主要な連結子会社の名称 ＣＲＥリートアドバイザーズ株式会社

ストラテジック・パートナーズ株式会社

ＣＲＥ Ａsia Ｐte.Ｌtd.

ＣＲＥ(Thailand)Co.,Ｌtd.

株式会社はぴロジ

株式会社ＡＰＴ　他

当連結会計年度に持分法適用関連会社としました

株式会社ＡＰＴは株式を追加取得したことによ

り、当連結会計年度末に連結の範囲に含めており

ます。また、匿名組合杉戸インベストメントは当

連結会計年度に匿名組合出資をしたことにより、

連結の範囲に含めております。

株式会社ロジコムは、2020年８月１日付けで当社

を存続会社とする吸収合併により消滅したため、

連結の範囲から除外しております。

なお、株式会社ブレインウェーブは、2020年11月

１日より株式会社はぴロジへ社名変更しておりま

す。

（2)非連結子会社の状況

   主要な非連結子会社の名称     ＰＴ.ＣＲＥ ＢＩＬ ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ

   連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上

高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要

な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外し

ております。

2 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の状況

 持分法適用の関連会社数 ７社

 主要な持分法適用会社の名称 株式会社エンバイオ・ホールディングス　他

Sembcorp Infra Services Haiduong Co.,Ltd.は新

規設立により、株式会社土地再生投資及び

Sembcorp Infra Holdings Pte.Ltd.は当社グルー

プにおける重要性が増したため、それぞれ持分法

適用の範囲に含めております。

株式会社ＡＰＴは株式を取得したことにより、持

分法適用の範囲に含めておりましたが、当連結会
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① 有形固定資産 定率法を採用しております。

計年度に株式を追加取得したことにより、当連結

会計年度末に持分法適用の範囲から除外し、連結

の範囲に含めております。

(2)持分法を適用していない関連会社の状況

 主要な関連会社の名称 日本パーソナルストレージ株式会社　他

 持分法を適用しない理由 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連

結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。

(3)持分法適用手続に関する特記事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度に係る計算

書類を使用しております。

3 連結子会社の事業年度等に関する事項

　匿名組合厚木愛川及び匿名組合ＣＲＥオンラインファンドの決算日は６月30日、Ｃ

ＲＥ Ａsia Ｐte.Ｌtd.及びＣＲＥ(Thailand)Co.,Ｌtd.の決算日は５月31日であり、

連結計算書類の作成に当たっては、子会社の決算日現在の計算書類を使用しておりま

す。

　ただし、同決算日と連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

　株式会社はぴロジの決算日は３月31日、匿名組合杉戸インベストメントの決算日は

９月30日であり、仮決算を実施したうえ連結計算書類を作成しております。

4 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

 ・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

 ・その他有価証券

   時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

   時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法
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（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額

法を採用しております。

また、在外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ６年～17年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

④ 長期前払費用 定額法

(3) 重要な繰延資産の処理方法

①株式交付費 支出時に全額費用として処理をしております。

②社債発行費 社債の償還までの期間にわたり、定額法にて償却

しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度に対応する額を計上しておりま

す。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

④ 転貸損失引当金 マスターリースにおいて転貸差損が将来にわたり

発生する可能性が高い転貸物件について翌連結会

計年度以降の損失見込額を計上しております。
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⑤ 債務保証損失引当金 債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の

財政状態等を勘案し損失負担見込額を計上してお

ります。

⑥ 工事損失引当金 請負工事に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末の手持工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつその金額を合理的に見積ることができる

工事について損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

請負工事に係る収益の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、為替差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

(8) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理を採用しております｡ 

なお、金利スワップ取引について特例処理の要件

を満たしている場合には、特例処理を採用してお

ります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金利息

③ ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っており、投機目的のデリバティブ取引は

行っておりません。

④ ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれの

キャッシュ・フロー総額の変動額を比較し、両者

の変動額を基準にして検証しておりますが、特例

処理の適用が可能なものについては、検証を省略

しております。

(9) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費
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税については、発生連結会計年度の期間費用としております。

なお、免税事業者である一部の連結子会社は税込方式によっております。

(10) のれんの償却方法及び償却期間

その効果が発現すると見積もられる期間（５～７年７ヶ月間）で均等償却してお

ります。

(11) 匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」

として計上しております。

匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の

持分相当額（関連会社である匿名組合に係るものを含む）については、「売上

高」又は「売上原価」に計上するとともに同額を「投資有価証券」に加減し、営

業者からの出資金の払い戻しについては、「投資有価証券」を減額させておりま

す。

(12) 匿名組合出資預り金の会計処理

当社の連結子会社は匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組

合の財産は、営業者に帰属することから、匿名組合の全ての財産及び損益は、連

結計算書類に含め、総額にて表示しております。

匿名組合出資者からの出資金受入れ時に固定負債の「匿名組合出資預り金」を計

上し、匿名組合が獲得した純損益の出資者持分相当額については、税金等調整前

当期純利益の直前の「匿名組合損益分配額」に計上するとともに同額を固定負債

の「匿名組合出資預り金」に加減し、出資金の払い戻しについては、固定負債の

「匿名組合出資預り金」を減額させております。

表示方法の変更

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「匿名

組合出資預り金」(前連結会計年度201,760千円)は、金額的重要性が増したため、当

連結会計年度より区分掲記しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31

日）を当連結会計年度から適用し、「会計上の見積りに関する注記」を記載しており

ます。
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（1）借入先
株式会社三井住友銀行をアレンジャーと
するコミット型シンジケートローン

（2）借入限度額 51,200,000千円

（3）借入金額 15,616,000千円

（4）借入コミットメント期間 2020年10月15日から2025年９月30日

（5）利率 基準金利＋スプレッド

（6）返済期日 2024年６月28日から2025年９月30日

（7）返済方法 期日一括返済

（8）担保提供資産 当該取得予定用地及び竣工後建物

追加情報

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症拡大による影響は、未だ不透明な状況が続いているもの

の、当社グループが属する物流不動産市場に与える影響は限定的であると考えており

ます。

　そのため、たな卸資産の評価、固定資産の評価、出資の見積り項目に影響が及ぶ可

能性があるものの、その影響は限定的であると仮定し、会計上の見積りを行っており

ます。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌

連結会計年度の当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

重要な影響を及ぼす可能性があります。

（多額の資金の借入）

当社は、物流投資事業における開発用地の取得資金に充当するため、下記のとお

り、2019年12月30日に資金の借入契約を締結しております。

会計上の見積りに関する注記

当社グループの連結計算書類は、我が国において一般に公正妥当と認められている会

計基準に基づき作成されております。その作成には、重要な会計方針等に基づき、資

産・負債の評価及び収益・費用の認識に影響を与える見積り及び判断を行っておりま

す。これらの見積り及び判断については、過去の実績や現状等を勘案し、合理的に判

断しておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積り

と異なる場合があります。

連結計算書類の作成に用いた会計上の見積り及び仮定のうち、特に重要なものは以下

の通りです。
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当連結会計年度（千円）

販売用不動産 24,920,736

仕掛販売用不動産 27,342,795

販売用不動産 17,912,264千円

仕掛販売用不動産 27,342,795千円

建物及び構築物 810,219千円

土地 242,055千円

計 46,307,334千円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 37,078,080千円

販売用不動産 1,031,232千円

流動資産　その他 177,207千円

預り金 1,226,232千円

3 有形固定資産の減価償却累計額 2,762,886千円

    たな卸資産の評価

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価は、正味売却価額と帳簿価額を比較し算

出しております。正味売却価額は、販売用不動産ごとの販売見込額から販売費を控除

し、また仕掛販売用不動産については建築費の今後の発生見込額を控除して算定して

おります。

販売見込額は社外の不動産鑑定士の評価に基づいております。

　正味売却価額における主要な仮定は、販売見込額の計算要素となる物件ごとの賃

料、稼働率、割引率であり、市場環境、リーシング状況、物流施設の立地や主要な仕

様・機能等の物件ごとの固有の状況等を総合的に勘案しております。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響につきましては、オンライン消費の拡大や在

庫拡大による物流施設需要の増加が期待されており、当社グループが属する物流不動

産市場に与える影響は限定的であると考えております。

　しかしながら、これらの前提条件や仮定に変更が生じ、正味売却価額が減少するこ

ととなった場合には、評価損計上の処理が追加で必要となる可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

1 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

2 金融取引として会計処理した資産及び負債
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株式会社エンバイオ・ホールディングス 332,800千円

リース会社 6,273,653千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 26,309,200株 1,159,600株 －株 27,468,800株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,063,311株 4,000株 1,063,000株 4,311株

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2020年９月11日
取 締 役 会

普通株式 555,409 22 2020年７月31日 2020年10月12日

4 保証債務

(1) 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っておりま

す。

(2) リース会社と締結した業務協定書に基づく不動産の買取保証を行っております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（変動事由の概要）

　公募増資による増加 　　957,900株

　第三者割当増資による増加 　　123,600株

　譲渡制限付株式の付与による増加 　 67,900株

　新株予約権の権利行使による増加 　　 10,200株

2 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動事由の概要）

　譲渡制限付株式の無償取得による増加 　　4,000株

　公募による自己株式の処分による減少 　714,300株

　第三者割当による自己株式の処分による減少　348,700株

3 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等
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決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2021年９月９日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 631,683 23 2021年７月31日 2021年10月11日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度になるもの

4 新株予約権に関する事項

当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目

的となる株式の数

第２回新株予約権　　　普通株式　　　46,000株

金融商品に関する注記

1 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産とし、資金調達につ

いては銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は、後述するリスクを

回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び受取手形・完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに

晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び不

動産を資産裏付けとする出資等であり、市場リスクに晒されております。敷金及び

保証金は、主に不動産管理事業における賃貸借契約に係る敷金及び保証金であり、

差入先の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、工事未払金、未払法人税等及び預り金は、そのほとんど

が１年以内の支払期日です。受入敷金保証金は、主に不動産管理事業における賃貸

借契約に係る敷金及び保証金です。匿名組合出資預り金は、クラウドファンディン

グ事業において投資家が出資した金銭等であります。リース債務は、主として不動

産管理事業における賃貸物流施設に係る資金調達を目的としたものであります。社

債及び借入金は、主に投資及び運転資金等の資金需要に対し必要な資金の調達を目

的としたものであり、返済日は決算日後、最長で10年であります。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的

とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「４会計方針に関する事項

(8）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、社内規程に従い、営業債権並びに敷金及び保証金について、各
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事業部門等における管理責任者が、取引先の状況をモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定して

いるため信用リスクはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するために、金利スワップ取引を利用

しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関であるため、相手方

不履行によるリスクは想定しておりません。

　デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従い、決裁担当者の承認

を得て行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・

更新するとともに、手元流動性を維持することにより流動性リスクを管理しており

ます。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織

り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する

ことがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 19,455,843 19,455,843 －

(2) 売掛金 709,241

貸倒引当金(※) △1,386

707,854 707,854 －

(3) 受取手形・完成工事未収入金 473,439

貸倒引当金(※) △9,604

463,834 463,834 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 4,747,967 4,747,967 －

関連会社株式 1,163,933 750,080 △413,853

(5) 破産更生債権等 33,445

貸倒引当金(※) △33,445

－ － －

(6) 敷金及び保証金 7,022,059 6,917,297 △104,762

資 産 計 33,561,493 33,042,877 △518,615

(1) 買掛金 7,018,394 7,018,394 －

(2) 工事未払金 157,050 157,050 －

(3) 短期借入金 600,000 600,000 －

(4) 未払法人税等 1,027,989 1,027,989 －

(5) 預り金 1,498,234 1,498,234 －

(6) 社債 3,000,000 3,113,339 113,339

(7) 長期借入金
（1年内返済予定の長期借入金含む）

46,052,865 46,071,395 18,530

(8) リース債務
（1年内返済予定のリース債務含む）

304,734 383,431 78,697

(9) 受入敷金保証金 7,931,971 7,854,806 △77,164

負 債 計 67,591,239 67,724,641 133,402

2 金融商品の時価等に関する事項

　2021年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表には含まれておりません（（注）２．参照）。
（単位：千円）

　(※) 売掛金、受取手形・完成工事未収入金、破産更生債権等に個別に計上している貸

倒引当金を控除しております。

（注）１. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金、並びに(3）受取手形・完成工事未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
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当該帳簿価額によっております。

(4）投資有価証券

　投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

(5）破産更生債権等

　破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は帳簿価額から貸倒見積高を控除した金額にほぼ等しいことか

ら、当該価額をもって時価としております。

(6）敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価については、将来キャッシュ・フローを残存期間に対

応する国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

負　債

(1）買掛金、(2）工事未払金、（3）短期借入金、(4）未払法人税等、並びに

(5）預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(6）社債

　社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(7）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(8）リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によ

っております。

(9）受入敷金保証金

　受入敷金保証金の時価については、返還するまでの期間及び信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券(非上場株式等） 1,973,035

匿名組合出資預り金 1,064,945

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

4,074,042千円 5,292,130千円

1 １株当たり純資産額 970円80銭

2 １株当たり当期純利益 130円40銭

主な用途 種類 場所

その他 のれん ―

商業施設 建物及び構築物 東京都東大和市

　　　２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

（※）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、時価開示の対象としておりません。

賃貸等不動産に関する注記

　当社では、東京都、神奈川県その他の地域において、賃貸用の物流施設、商業施設等

（土地を含む）を有しております。

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を

控除した金額であります。

２. 期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく

金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の

評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じ

ていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっておりま

す。また、一部の建物等の償却性資産については、適正な帳簿価額をもって時

価とみなしております。

１株当たり情報に関する注記

その他の注記

段階取得に係る差益

株式会社ＡＰＴの株式の段階取得に伴い発生したものであります。

減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
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　当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最小単位によって資産のグループ化を行いました。

　これらの資産グループのうち、株式会社ＡＰＴの株式を当連結会計年度に追加取得

し、連結子会社とした際に計上したのれんについて、将来の回収可能性を検討した結

果、103,549千円を減損損失として特別損失に計上しました。

　また、当連結会計年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとな

っている資産グループ１件について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、1,942千円

を減損損失として特別損失に計上しました。なお、当資産グループの回収可能価額は

使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込まれるた

め、回収可能価額を零として評価しております。

連結子会社の吸収合併

当社は、2020年１月24日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会

社ロジコムを吸収合併することを決議し、2020年６月17日に合併契約を締結いたしま

した。当該契約に基づき、当社は、2020年８月１日付けで株式会社ロジコムを吸収合

併いたしました。

１．取引の概要

(1)被結合企業の名称及びその事業の内容

被結合企業の名称 株式会社ロジコム

事業の内容 マスターリース事業及びプロパティマネジメント事業

(2)企業結合日

2020年８月１日

(3)企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ロジコムは解散いたし

ます。

(4)結合後企業の名称

株式会社シーアールイー

(5)企業結合の目的

当社グループにおける経営効率化及び不動産管理事業のより一層のサービス向上

を目的として吸収合併するものであります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３年～50年

構築物　　　　　　　　３年～40年

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

　・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

　・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　・その他有価証券

    時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

    時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2 固定資産の減価償却の方法

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用 定額法

3 重要な繰延資産の処理方法

①株式交付費 支出時に全額費用として処理をしております。

②社債発行費 社債の償還までの期間にわたり、定額法にて償却

しております。
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4 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為

替差額は損益として処理しております。

5 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のう

ち当事業年度に対応する額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づ

き当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

(4) 転貸損失引当金 マスターリースにおいて転貸差損が将来にわたり

発生する可能性が高い転貸物件について翌事業年

度以降の損失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務見込額（簡便法）に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。

(6) 債務保証損失引当金 債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の

財政状態等を勘案し損失負担見込額を計上してお

ります。

6 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理を採用しております｡ 

なお、金利スワップ取引について特例処理の要件

を満たしている場合には、特例処理を採用してお

ります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金利息

(3) ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っており、投機目的のデリバティブ取引は

行っておりません。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれの

キャッシュ・フロー総額の変動額を比較し、両者

の変動額を基準にして検証しておりますが、特例

処理の適用が可能なものについては、検証を省略

しております。
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7 のれんの償却方法及び償却期間

その効果が発現すると見積もられる期間（７年７ヶ月間）で均等償却しておりま

す。

8 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費

税については、発生事業年度の期間費用としております。

9 匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を「投資有価証券」

として計上しております。

匿名組合への出資時に「投資有価証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の

持分相当額については、「売上高」又は「売上原価」に計上するとともに同額を

「投資有価証券」に加減し、営業者からの出資金の払い戻しについては、「投資

有価証券」を減額させております。

表示方法の変更

（損益計算書）

　前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「消費税

等調整額」（前事業年度774千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より

区分掲記しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31

日）を当事業年度から適用し、「会計上の見積りに関する注記」を記載しておりま

す。

追加情報

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積り及び多額の資金の借入に

ついては、連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

会計上の見積りに関する注記

当社の計算書類は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されております。その作成には、重要な会計方針等に基づき、資産・負債の評

価及び収益・費用の認識に影響を与える見積り及び判断を行っております。これらの

見積り及び判断については、過去の実績や現状等を勘案し、合理的に判断しておりま

すが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合

があります。

計算書類の作成に用いた会計上の見積り及び仮定のうち、特に重要なものは以下の通

りです。
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当事業年度（千円）

販売用不動産 25,077,833

仕掛販売用不動産 27,347,698

販売用不動産 17,912,264千円

仕掛販売用不動産 27,347,698千円

建物 810,219千円

土地 242,055千円

計 46,312,237千円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 37,078,080千円

　　たな卸資産の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価は、正味売却価額と帳簿価額を比較し算

出しております。正味売却価額は、販売用不動産ごとの販売見込額から販売費を控除

し、また仕掛販売用不動産については建築費の今後の発生見込額を控除して算定して

おります。

販売見込額は社外の不動産鑑定士の評価に基づいております。

　正味売却価額における主要な仮定は、販売見込額の計算要素となる物件ごとの賃

料、稼働率、割引率であり、市場環境、リーシング状況、物流施設の立地や主要な仕

様・機能等の物件ごとの固有の状況等を総合的に勘案しております。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響につきましては、オンライン消費の拡大や在

庫拡大による物流施設需要の増加が期待されており、当社グループが属する物流不動

産市場に与える影響は限定的であると考えております。

　しかしながら、これらの前提条件や仮定に変更が生じ、正味売却価額が減少するこ

ととなった場合には、評価損計上の処理が追加で必要となる可能性があります。

貸借対照表に関する注記

1 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務
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販売用不動産 1,500,395千円

製品 177,207千円

建物 47,277千円

土地 302,290千円

預り金 2,046,913千円

3 有形固定資産の減価償却累計額 2,670,391千円

匿名組合厚木愛川 87,000千円

匿名組合ＣＲＥオンラインファンド 356,000千円

匿名組合杉戸インベストメント 300,000千円

株式会社エンバイオ・ホールディングス 332,800千円

リース会社 6,273,653千円

短期金銭債権 168,048千円

長期金銭債権 10,774千円

短期金銭債務 1,536,320千円

長期金銭債務 37,477千円

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 26,750千円

仕入高 54,377千円

販売費及び一般管理費 116,649千円

営業取引以外の取引高 135,093千円

普通株式 4,311株

2 金融取引として会計処理した資産及び負債

4 保証債務

(1) 連結子会社間の借入金に対し、債務保証を行っております。

(2) 関係会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

(3) リース会社と締結した業務協定書に基づく不動産の買取保証を行っております。

5 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

損益計算書に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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繰延税金資産

貸倒引当金 173,771千円

減損損失 31,184千円

賞与引当金 16,264千円

転貸損失引当金 8,796千円

退職給付引当金 78,207千円

株式報酬費用 32,511千円

債務保証損失引当金 9,360千円

投資有価証券 101,943千円

関係会社株式 149,998千円

前受収益 12,466千円

長期前受収益 36,536千円

資産除去債務 78,627千円

受入建設協力金 39,749千円

未払事業税 55,170千円

定期借地権償却 32,271千円

その他 75,557千円

繰延税金資産小計 932,420千円

評価性引当額 △427,561千円

繰延税金資産合計 504,859千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △644,157千円

資産除去債務に対応する有形固定資産 △37,533千円

差入建設協力金 △7,023千円

受入建設協力金 △23,895千円

その他 △27,201千円

繰延税金負債合計 △739,810千円

繰延税金資産（負債）純額 △234,950千円

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物等の一部については所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

－ 26 －



種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

そ の 他 の
関 係 会 社
の 親 会 社

三井住友ファイ
ナンス＆リース
株 式 会 社

被所有
　間接15.0%

業務協定書の締
結

不動産の
買取保証
（注）

1,794,707 － －

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役 員 及 び
その近親者

山 下 　 修 平
被所有
　直接1.3%

当社代表取締役
譲渡制限付
株式の付与
（注）

17,965 － －

1 １株当たり純資産額 915円28銭

2 １株当たり当期純利益 117円98銭

関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．業務協定書に基づく不動産の買取保証を行っております。

２．取引価格は不動産鑑定評価書や実勢を勘案して決定しております。

役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）2018年10月30日開催の第10期定時株主総会において、譲渡制限付株式の付与のため

に支給する金銭報酬債権としての報酬額について承認をいただき、具体的な支給時

期及び配分については、取締役会の前営業日の東京証券取引所における当社普通株

式の終値を基礎として、2020年11月19日開催の取締役会において決定しておりま

す。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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